

















































































































4 ）　広島高判昭和30・12・13裁特 2 巻24号1278頁。
5 ）　最判昭和23・ 2 ・18刑集 2 巻 2 号104頁。






































している。また同様の判例として，最判昭和29・ 7 ・16刑集 8 巻 7 号1210頁。なお，「捜査機
関に発覚する前」の意義についての詳細は，平谷正弘「自首についての若干の検討」『刑事裁
判の理論と実務　中山善房判示退官記念』（成文堂，1998年）465〜474頁を参照。



































































































































15）　大阪高判昭和50・11・ 5 刑裁月報 7 巻11＝12号869頁。
16）　東京高判昭和55・12・ 8 刑裁月報12巻12号1237頁，東京高判昭和43・ 4 ・22東時19巻 4 号
90頁，東京高判昭和52・12・26刑裁月報 9 巻11＝12号861頁。

































































20）　最決平成13・ 2 ・ 9 刑集55巻 1 号76頁。



























































































































































































































拠づける見解も存在している（西田典之他編『注釈刑法 第 1 巻』（有斐閣，2010年）637頁
［古川伸彦］）。
33）　本庄武「犯罪事実の解明による刑の減軽制度について」（一橋法学，2016年）15巻 2 号123
頁。また，「法制審議会新時代の刑事司法制度特別部会第25回議事録」 5 〜 6 頁（川端委員発
言）。
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制度」においての減軽事由の理解は，自首の減軽事由を基礎において検討す
ることが妥当であると解される。つまり，「犯罪事実の解明による刑の減軽
制度」についても，自首の場合と同様，第一次的な減軽事由を政策的理由に
求め，副次的に責任減少を求めると解することが可能であるように思われ
る。
　「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」においても，「犯罪の捜査及び犯人
の処罰を容易にして，国の刑事訴訟手続に要する労力及び費用を省くととも
に，無実の者の処罰の危険を避け，あるいは，特異重大事犯の予備罪等につ
き犯行の着手を未然に防止し，もって市民に安心を与えるという刑事政策の
実現に資する」といった効果は得られるものであるから，その減軽事由とし
て政策的理由は求められるべきであろう。このように考えるならば，自首の
場合と同様に，犯罪事実の解明のためには，「捜査機関に発覚する前」に犯
罪事実の解明につき重要な事実が申告されることが必要となり，また，「捜
査機関に発覚する前」の対象となる事実についても，「犯人の特定」や「犯
罪事実を証明する上で重要な事項」に限って，捜査機関に対して申告される
ことが求められるのではないかと思われる。
　しかし，このような見解に対しては，「犯人の供述時点では確かに判明し
ていなかった事実であるが，捜査の進捗状況からすれば，遅かれ早かれ判明
したであろう事実を供述したというような場合，減軽に値するほどの政策的
必要性が欠如する」状況が考えられるため，裁判所においては，政策的理由
に基づく減軽事由が存在するかを判断する前提として「当時の捜査の進捗状
況を的確に把握する必要」性が生じることとなり，実務運営上困難を極める
といった批判が挙げられている
34）
。現に，法制審議会における新時代の刑事司
法制度特別部会においても，「多くの自白事件において被告人・弁護人から
減軽を求める主張がなされる可能性があり，裁判所はその要件の該当性につ
いて判断をしなければならず，結果として裁判手続が重くなる」というこ
と，また他人の犯罪事実の解明について「減軽事由の有無が争われた場合，
34）　本庄・前掲注33）123〜124頁。
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他人の犯罪の証明のために重要か否かを，被告人の事件において判断しなけ
ればならないため，一層裁判手続が重くなる可能性がある」との主張がなさ
れており，「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」に対する実務運営上の困
難さが指摘されている
35）
。このことから，「犯罪事実の解明による刑の減軽制
度」における減軽事由について，政策的理由を根拠とすることは可能であっ
ても，その運用方法においては精緻な手続を検討する必要性が生じているも
のと思われる。
　また，「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」における減軽事由を政策的
理由に求めることができる根拠として，黙秘権や取調べの可視化により，将
来的に供述の獲得が困難化していく中で，「犯罪事実の解明による刑の減軽
制度」の導入により，被疑者・被告人の供述の誘引をもたらし，迅速な捜査
を可能とすることが挙げられている。これについては，「供述の誘引」とい
った一般的抽象的な政策的理由では減軽事由として十分とはいえないとの見
解や
36）
，そもそも取調べや供述調書の依存から脱却するための検討部会であっ
たにもかかわらず，「供述の誘引」を政策的理由と認めることは，「犯罪事実
の解明による刑の減軽制度」自体がそれに逆行する制度であると認めるよう
なものであるとの批判がなされている
37）
。しかしながら，「犯罪事実の解明に
よる刑の減軽」事由は「供述の誘引」という政策的理由のみに基づくもので
はないと思われるし，刑事訴訟手続が取調べや供述調書への依存からの脱却
を目指しているからこそ，真実究明とのバランスから，被疑者・被告人によ
る自発的な「犯罪事実の解明」のための尽力は，「得られるものであれば得
たい」ものといえるだろうから，「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」に
おける減軽事由を政策的理由に求めることに対する批判として妥当ではない
と思われる
38）
。
35）　法制審議会新時代の刑事司法制度特別部会第14回議事録」 9 〜10頁（龍岡委員発言）。
36）　本庄・前掲注33）124頁。
37）　「法制審議会新時代の刑事司法制度特別部会第14回議事録」10頁（龍岡委員発言）。
38）　なお，この批判は，「自首減軽を認めてこれを政策的に勧奨することは，『何人も，自己に
不利益な供述を強要されない』という憲法38条 1 項の黙秘権の保障に抵触する」との意見にも
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　次に，「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」における減軽事由として，
副次的に責任減少が求められるかについてであるが，これも，刑事政策的理
由と並んで求めることは可能であろうと思われる。あくまでも副次的である
ことを前提とするならば，自首と同様に，「犯罪事実の解明による刑の減軽
制度」が認められるための成立要件において，犯人の改悛・悔悟の情を必要
とすべきではないと解されようが，責任減少も減軽事由であるからこそ，犯
罪事実の解明行為は，「捜査機関に発覚する前」に，「自発的」に行われるこ
とが求められるであろうし，また，自身の犯罪事実の解明に役立つものであ
るならば，「訴追を含む処分を求める・委ねる」行為であることも必要とさ
れると解される。そして，裁判所による任意的減軽の判断の際には，当該犯
罪事実の解明が政策的理由をもっているかと並列して，行為者の責任を減少
させる事情があったかを検討する必要が生ずるものと思われる。ただし，そ
の際には，行為者の責任減少のみで任意的減軽の有無が判断されるものでは
なく，政策的理由とのバランスから決せられるべきであろう
39）
。
　なお，「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」における減軽事由に責任減
少を求める見解に対して，「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」は，今回
の刑事訴訟法で改正された「協議・合意制度（司法取引）」と並ぶものである
から，被疑者として逮捕・勾留中に，捜査機関からの取引によって犯罪事実
の解明に重要な事実が申告されることも考えられるため，「自発的に事実解
明に協力した場合だけでなく，打算的考慮から協力行為を行う場合にも適用
されなければ，制度の目的が達成されない」といった主張がある
40）
。しかし，
繋がるものであると考える。これに対しては，「刑事政策の目的達成上合理的に必要と認めら
れる範囲で自首者に一定の利益を与えるのにすぎず，自首しないこと自体を犯罪とするもので
ないことはもとより，自首しないことに対してなんら特別の不利益を課すものではないから，
憲法に違反しない」と解されている（増井・前掲注11）524頁）。
39）　このバランスを保つための基準として，前述した東京高裁平成10年判決及び東京高裁平成
13年判決を比較しつつ検討する必要があるだろう。いずれも，自首の成立を認めながら，その
任意的減軽を行うかの判断につき，刑事政策的理由と責任減少の両者を総合的に検討しながら
判断したものであり，前者は減軽が認められたのに対して，後者は減軽が認められなかった事
例である。
40）　本庄・前掲注33）122頁及び124頁。
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「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」は，自首と同様に「法律上の減軽」
として，法定刑の下限を下回る減軽が認められるものであると解するのであ
れば，「自発性」の要件は求められるべきではないかと思われる。自首にお
ける「自発性」の基準は，捜査機関の嫌疑が契機となっているか，あるい
は，犯人の主観的事情が契機となったものかを総合的に考慮することにある
と解されているが，たとえば，捜査機関による，いわゆる「犯罪事実解明に
関する取引」や「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」がある旨の説明によ
って，被疑者による犯罪事実の申告がなされた場合には，捜査機関の「嫌
疑」が契機となっているとはいえないため，自発性を認めることは可能であ
る。つまり，自首において考えてみると，捜査機関により，「自首制度によ
る刑の任意的減軽がある」という説明によって，犯人が捜査機関に発覚して
いない自らの犯罪事実を申告したとしても，それは，「捜査機関の嫌疑が契
機となって，申告されるべく申告された犯罪事実」にはあたらないと解され
ることと同様である。
6 ．おわりに
　将来的に「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」の立法論的考察を行う前
提として，自首の成立要件及びその効果について検討を行ってきたが，これ
まで，自首において検討されてきた内容を「犯罪事実の解明による刑の減軽
制度」にも当てはめることは可能であるように感じられた。ただし，実際の
実務上は，自首規定の運用において，自首が成立していたとしても任意的減
軽が認められることは稀である現状を踏まえると，「犯罪事実の解明による
刑の減軽制度」においても同様の状況が起こることが予想されるため，結
局，制度の実行性につき疑義が生ずる可能性は否めない。そうなれば，「犯
罪事実の解明による刑の減軽制度」のみならず，「自首」を必要的減軽とす
べきといった検討や，任意的減軽を維持するとしても，いかなる場合に任意
的減軽が認められて，いかなる場合に認められないのかの基準を明確に示す
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ことが必要とされるであろう。
　これに対し，本稿では，「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」において
も自首制度と同様その減軽事由につき，政策的理由を中心に据えながら責任
減少の有無を加えて総合的に検討する見解が妥当である旨論じたものである
が，両者のバランスに関する具体的な基準についてまでの検討が進められた
訳ではない。また，たとえ，両者のバランスの基準を明確に示すことができ
たとしても，次に，裁判所がそれらすべてを確認し判断ができるのか，裁判
手続きが重くなるのではないかといった運用上の問題が残されており，これ
についても検討する必要がある。両者のバランスの基準を検討する際には，
前述した東京高裁平成10年判決及び東京高裁平成13年判決のように，自首の
成立を認めた上で政策的理由及び犯人の責任減少を総合して，任意的減軽の
有無につき判断を行った判例の検討が参考になると思われるため，今後の検
討課題として研究を進めて参りたい。
　また，今回の刑事訴訟法改正において，協議・合意制度のみが制定され，
「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」が制定されなかった大きな理由の 1
つが運用上の問題であるといえる。この問題の解決に向けては，ドイツ・ス
イス・オーストリアで立法化された王冠証人制度が，実際どのように運用さ
れているのかを研究することが参考となると思われるので，これもあわせて
今後の検討課題として参りたい。
　最後に，本稿を執筆するにあたって，本学法科大学院の教員研究報告会に
おいて，「犯罪事実の解明による刑の減軽制度に関する考察」についての一
端を発表する機会を得ることができたこと，また，報告会に参加の研究者教
員，実務家教員の先生方から非常に有意義な意見を頂戴することができたこ
とにつき，深く感謝の意を申し上げたい。なお，本稿は JSPS 科研費・基盤
研究（C）JP16K03377の助成を受けたものである。
